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見附市職員の給与・定員管理等について 

１ 総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算）   

区分 住民基本台帳人口 

(28年1月1日) 

  歳 出 額 

         Ａ 

 実質収支 

 

 人 件 費 

       Ｂ 

 人件費率 

  Ｂ／Ａ 

 (参考) 

 ２６年度の人件費率 

27年度               人

41,421 

       千円

16,342,150 

     千円

480,101 

     千円

2,480,416 

       ％

15.2 

               ％ 

16.1 

（注）人件費には、給料、職員手当、退職手当及び共済費並びに特別職に支給される給料、報酬等が 

       含まれています。 

          

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

  区分 職員数 

     

Ａ 

           給     与     費   （参考）一人当

たり給与費  B/A 

 

(参考 )類似団体均 

一人当たり給与費    給  料  職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

27年度 人

304 

千円

1,091,370 

千円 

251,504 

千円

409,049 

千円

1,751,923 

千円

5,763 

千円

5,644 

（注）１ 職員手当には、退職手当を含みません。 

２ 職員数は、平成27年4月1日現在の人数です（教育長は含まない）。 

３ 類似団体の類型について、平成27年度「Ⅰ-1」から平成28年度「Ⅰ-2」に変わっています。  

 

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

      

  （注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較す

るため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行

政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。 

     ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純

平均したものです。平成28年度より、類型がⅠ－１からⅠ－２へ変更しています。 

     ３ 平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特定法による給与減額

措置がないとした場合の値です。 
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※ ２８年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３

年連続で上昇している場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

 

 

 

 

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①   給料表の見直し 

 [ 実施  未実施 ] 

 実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

②   地域手当の見直し 

 [ 実施  未実施  ] ※非支給のため見直しを実施しません。 

 

③   その他の見直し内容 

 

 

 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成２８年４月１日現在) 

 ① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

見附市 42.8歳 317,449円 387,059円 345,804円 

新潟県 43.3歳 333,077円 409,695円 365,012円 

国 43.6歳 331,816円 ― 410,984円 

類似団体 42.4歳 315,946円 372,810円 342,137円 

 

 

 

 

①～③まで該当していません。 

 【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地

域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。 

（給料表の改定実施時期） 平成２７年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、若年層は据置き、中高齢層

を中心に平均１．１％の引下げを行いました。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１

日まで）の経過措置（現給保障）を実施しています。他の給料表については、一般行政職給料

表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。 

（平成２７年４月１日実施） 
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② 技能労務職 

区 分  
公 務  員  民   間 参考 

平均 

年齢  
職員数  

平均給料 

月   額  

平均給与月額

(Ａ） 

平均給与月額 

(国比較ベース) 

対応する民間 

の類似職種 

平均 

年齢 

平均給与月額 

(Ｂ ) 
Ａ／Ｂ 

見附市  53.3歳  12人 297,840円  329,223円  309,610円  ― ― ― ― 

 うち調理師  51.4歳  8人 295,700円  316,004円  308,546円  調理師 43.1歳  233,300円  1.35 

 うち学校管理員 57.2歳  4人 302,119円  355,660円  311,739円   用務員 55.2歳  199,900円  1.78 

新潟県  52.6歳  467人 351,479円  392,652円  376,261円  ― ― ― ― 

 国  50.4歳  2,876人 287,447円  ―  329,358円  ― ― ― ― 

類似団体  50.3歳  21人 296,851円  326,387円  309,072円  ― ― ― ― 

 

区 分  

参   考  

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ）  
民 間  

（Ｄ）  
Ｃ／Ｄ 

見附市  ―  ―  ―  

 うち調理師  5,068,288円  3,169,600円  1.60 

 うち学校管理員 5,575,939円  2,732,900円  2.04 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２

５～２７年の３ヶ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全

に一致しているものではありません。 

※ 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したも

のに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年

間賞与の額を加えた試算値です。 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

均です。 

    ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

いて明らかにされているものです。 

      また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。 

 

(2) 職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在） 

区    分 見附市 新潟県 国 

一般行政職 

大 学 卒 176,700円 183,300円 
総合職 181,200円 

一般職 176,700円 

高 校 卒 144,600円 149,000円 144,600円 

技能労務職 高 校 卒 142,000円 146,700円 142,000円 
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

一般行政職 

大 学 卒 283,750円 358,900円  378,041円  389,961円  

高 校 卒 － 302,400円  343,600円  364,011円 

技能労務職 

高 校 卒 － －  －  

中 学 卒 － － － － 

                   －と表示している欄は、該当する職員がいない区分です 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

(1)  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２８年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

６級 課長 １５人   8.5% 317,000円  409,000円  

５級 課長・課長補佐 ３２人  18.2% 286,200円  391,800円  

４級 課長補佐・係長 ３８人   21.6% 259,900円  379,800円  

３級 係長・主査・主任 ４８人   27.3% 226,400円  348,800円  

２級 主任・主事・技師 ２１人   11.9% 190,200円  303,000円  

１級 
主事・技師 
主事補・技師補 ２２人   12.5% 140,100円  246,100円  

計  １７６人  100.0%   

 （注）１ 見附市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

12.5% 10.7% 11.0%

11.9% 11.2% 7.7%

27.3% 28.7% 40.7%

21.6% 22.5%
13.7%

18.2% 16.8% 19.2%

8.5% 10.1% 7.7%
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(2)昇給への勤務成績の反映状況 

平成２８年４月２日から平成２９年４月１日 

までにおける運用 

見附市 国 

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用     

標準に加え、下位の区分も適用     

標準の区分のみ適用     

ロ 人事評価を実施していない     

 

 

４ 職員の手当の状況 

(1)  期末手当・勤勉手当 

見附市 新潟県 国 

1人当たり平均支給額 

（平成２７年度決算） 

       １，３６８千円 

1人当たり平均支給額 

（平成２７年度決算） 

       １，６０４千円 

－ 

 （平成２７年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

     ２．６月分    １．６月分  

（平成２７年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

   ２．６月分     １．６月分 

 （平成２７年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

   ２．６月分    １．６月分 
 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １５％～２５％ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １０％～２５％ 

 (注) （  ）内は、再任用職員にかかる支給割合です。 

 

 ○勤勉手当への勤務実績の反映状況 

平成２８年度中における運用 

見附市 国 

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用     

標準に加え、下位の区分も適用     

標準の区分のみ適用     

ロ 人事評価を実施していない     
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(2) 退職手当（平成２８年４月１日現在） 

見附市 国 

 （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

 勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

 勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

 勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

 最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

 その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額 

12,033千円  19,507千円 

 （支給率）    自己都合   応募認定･定年 

 勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

 勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

 勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

 最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

 その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～45％加算） 

  

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額です。  

 

 

（3）地域手当（非支給） 

 

 

(4) 特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度決算） ３,０３７千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） ５７，３０２円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２７年度） １７．４％ 

 手当の種類（手当数） ７ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（27年度決算）

左記職員に対する 

支給単価 

徴収手当 訪問徴収事務従事者 
期限内未納入の市税等の徴収業務 

に従事したとき 
0千円 日額 300円

防疫作業手当 
伝染病防疫作業又は 

散布従事者 

伝染病防疫作業又は劇薬・毒物の 

散布作業に従事したとき 
0千円 日額 300円

行路死病人手当 行路死病人の取扱作業従事者 
行路死病人の取扱作業に従事したとき 

0千円 日額 2,500円

廃棄物作業手当 

廃棄物収集処理作業従事者 
廃棄物収集処理業務に従事したとき 

0千円 日額 400円

犬猫等の死体処理作業従事者 
犬猫等の死体処理業務に従事したとき 

0千円 １回 200円

消防手当 消防署勤務職員 
消防署における業務に従事したとき 

2,268千円 月額 3,500円

救急出動手当 救急業務に出動した職員 
消防署の救急業務に出動したとき 

769千円 １回 150円

道 路 上 ・特 殊現

場作業手当 

道路維持修繕・除雪、著しく

危険な遺跡発掘作業従事者 

道路維持修繕作業、除雪作業、著しく

危険な遺跡発掘作業に従事したとき 
0千円 日額 300円

 

 

 

 

 



 7

(5) 時間外勤務手当 

平成２７年度決算 
支 給 実 績 １０５，９１５千円

職員１人当たり平均支給年額 ４１６，９８７円

平成２６年度決算 
支 給 実 績 １００，９０１千円

職員１人当たり平均支給年額 ４０８，５０４円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２７年度決算）」と

同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはな

らない職員を除く。）です。 

 

(6) その他の手当（平成２８年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

支給実績 

（平成２７年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２７年度決算） 

扶養手当 

・配偶者       月額13,000円 

・配偶者以外の扶養親族月額 6,500円 

ただし、配偶者がない職員の扶養

親族1人目   月額11,000円 

・満16歳の年度初から満22歳の年度末

までの子に加算   月額5,000円 

同じ 37,021千円 223,019円

住居手当 

・借家、借間 

 月額12,000円を超える家賃を支払っ

ている職員に対し、負担している家

賃額に応じて最高27,000円まで支給 

同じ 12,943千円 264,147円

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高

55,000円まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600

円まで支給 

同じ 10,921千円 62,762円

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等 

給
料 

 

市     長 

副  市  長 

 

７９５，８００円 

６０７，５００円 

（参考）類似団体における最高／最低額 

  980,000円 ／ 437,500円 

 794,000円 ／ 512,000円 

報
酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

３６４，０００円 

３０５，０００円 

２９４，０００円 

 528,000円 ／ 304,000円 

 449,000円 ／ 264,000円 

 420,000円 ／ 250,000円 

期 

末 

手 

当 

市     長 

副  市  長 

（２７年度支給割合） 

３．１５月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

（２７年度支給割合） 

３．１５月分 

退
職
手
当 

 

市     長 

副  市  長 

     （算定方式）             （１期の手当額）    （支給時期） 

給料月額×在職月数×40／100  15,279,360円     任期ごと 

給料月額×在職月数×25／100 7,290,000円     任期ごと 

 （注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年 

    ＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 

(1)  部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在）  

区 分  

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成２７年 平成２８年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 
 

総務企画 
 

税  務 
 

民  生 
 

衛  生 
 

労  働 
 

農林水産 
 

商  工 
 

土  木 

４ 
 

７４ 
 

１８ 
 

６１ 
 

２０ 
 

０ 
 

１２ 
 

８ 
 

２０ 

４ 
 

７２ 
 

１８ 
 

６３ 
 

１９ 
 

０ 
 

１２ 
 

８ 
 

２０ 

  ０  
         

 △２ 
    

０ 
 

  ２ 
 

 △１ 
 

  ０ 
 

  ０ 
 

  ０ 
 

  ０ 

 
 
業務の統廃合による減 
 
 
 
欠員補充による増 
 
退職不補充による減 
 
 
 
 

計 ２１７ ２１６  △１ 
【参考 H28.4.1現在】 
人口１万人当たり職員数    52.77人  
類似団体の１万人当たり職員数 63.54人 

教育部門 
 

消防部門 

３３ 
 

５４ 

３２ 
 

５６ 

△１ 
 

２ 

退職不補充による減 
 
業務の増に伴う増 

小  計 ３０４ ３０４ ０ 
【参考 H28.4.1現在】 
人口１万人当たり職員数    73.58人  
類似団体の１万人当たり職員数 83.38人 

 
 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

病  院 
 

ガス水道 
 

下 水 道 
 

そ の 他 

１２３ 
 

３０ 
 

１３ 
 

１３ 

１２５ 
 

２９ 
 

１５ 
 

１４ 

２ 
 

△１ 
 

２ 
 

１ 

業務の増に伴う増 
 
退職不補充による減 
 
業務の体制見直しによる増 
 
業務の体制見直しによる増 

小  計 １７９ １８１   ２ 
 

合  計 
４８３ ４８５    ２ 

 
[５３６] [５３６]  

 （注) １ 職員数は一般職に属する職員数です。（平成２７年からは教育長を含みません。） 

     ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２８年４月１日現在）

 

 

(3) 職員数の推移                       （単位 ： 人・％）  

年度 

部門別 
23年  24年  25年  26年  27年  28年 

過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政職 212 213 212 215 217 216 4 1.9％ 

教育 36 33 32 34 33 32 △ 4 △11.1％ 

消防 55 54 54 54 54 56 1 1.8％ 

普通会計 計 303 300 298 303 304 304 1 0.3％ 

公営企業等会計 計 180 180 182 180 179 181 1 0.6％ 

総合計 483 480 480 483 483 485 2 0.4％ 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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７ 公営企業職員の状況 

 (1) 水道事業  

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２６年度の総費用

に占める職員給与比率 

27年度 
千円

843,916 

千円

293,106 

千円

108,441 

％

12.8 

％

11.1 

    （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費15,781千円を含みません。 

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考) 政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

27年度 
人

16 

千円

62,229 

千円 

7,460 

千円

22,637 

千円

92,326 

千円

5,770 

千円

6,191 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。  
２ 職員数は、２８年３月３１日現在の人数です。  

イ 特記事項  なし 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 46.9歳 335,118円 496,880円 

政令指定都市を除く 

市町村平均 
44.7歳 346,797円 514,785円 

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

    ③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

             1,415千円 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

             1,464千円 

 （平成２７年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．６月分   

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 

       イ 退職手当（平成２８年４月１日現在）  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額 

退職者なし   20,093千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                    15,855千円 

     （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額です。  



 11

    ウ 地域手当（非支給）  

 

  エ 特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）  

支給実績（平成２７年度決算）   １８３千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） ２２，９００円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２７年度）   ５０．０％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（26年度決算）

左記職員に対する 

支給単価 

道路上・特殊現場作

業手当 

ガス上下水道局職員 
道路埋設物の維持修繕作業に従事した

とき 
0千円 日額 300円

保安手当 ガス上下水道局職員 

水道及びガス工作物の保安確保のため

の自宅待機を命ぜられたとき 
183千円 日額 

日中1,200円

深夜1,000円

選任技術者手当 ガス上下水道局職員 
電気主任技術者として選任されたとき 

0千円 月額 1,500円

徴収・滞納整理手当 ガス上下水道局職員 

未納のガス水道使用料の訪問徴収、滞

納者の使用停止作業に従事したとき 
0千円 日額 300円

       

オ 時間外勤務手当                                                          

平成２７年度決算 
支 給 実 績 １,７６９千円

職員１人当たり平均支給年額 １３６，０５６円

平成２６年度決算 
支 給 実 績 １,６０７千円

職員１人当たり平均支給年額 １２３，６１０円

（注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２７年度決

算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当

の支給対象とはならない職員を除く。）です。 

 

      カ その他の手当（平成２８年４月１日現在）   

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

支給実績 

（２７年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２７年度決算） 

扶養手当 

・配偶者       月額13,000円 

・配偶者以外の扶養親族月額 6,500円 

ただし、配偶者がない職員の扶養

親族1人目   月額11,000円 

・満16歳の年度初から満22歳の年度末

までの子に加算   月額5,000円 

同じ 1,485千円 212,142円

住居手当 

・借家、借間 

 月額12,000円を超える家賃を支払っ

ている職員に対し、負担している家

賃額に応じて最高27,000円まで支給 

同じ 630千円 315,000円

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高

55,000円まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600

円まで支給 

同じ 359千円 44,850円
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 (2) ガス事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２６年度の総費用

に占める職員給与比率 

27年度 
千円

1,332,026 

千円

58,547 

千円

109,656 

％

8.2 

％

6.9 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費8,769千円を含みません。 

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考) 政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

27年度 
人

14 

千円

57,688 

千円 

8,633 

千円

22,028 

千円

88,349 

千円

6,311 

千円

6,546 

     （注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。  
２ 職員数は、２８年３月３１日現在の人数です。  

イ 特記事項  なし 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 45.9歳 349,770円 526,019円 

 政令指定都市を除く 

市町村平均 
44.6歳 362,408円 543,009円 

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。                                  

     ③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

             1,573千円 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

            1,479千円 

 （平成２７年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．６月分  

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 

       イ 退職手当（平成２８年４月１日現在）  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

             措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額 

退職者なし   21,938千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                          5,458千円 

     （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
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ウ 地域手当（非支給）  

 

      エ 特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）  

支給実績（平成２７年度決算）   １８６千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） ２３，２２５円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２７年度）   ５７．１％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（27年度決算）

左記職員に対する 

支給単価 

道路上・特殊現場作

業手当 

ガス上下水道局職員 
道路埋設物の維持修繕又は爆発の危険

があるガス漏れ処理に従事したとき 
0千円 日額 300円

保安手当 ガス上下水道局職員 

ガス工作物の保安確保のための自宅待

機を命ぜられたとき 
186千円 日額 

日中1,200円

深夜1,000円

選任技術者手当 ガス上下水道局職員 
ガス主任技術者又は電気主任技術者と

して選任されたとき 
0千円 月額 1,500円

徴収・滞納整理手当 ガス上下水道局職員 

未納のガス水道使用料の訪問徴収、滞

納者の使用停止作業に従事したとき 
0千円 日額 300円

       

オ 時間外勤務手当                                                          

平成２７年度決算 
支 給 実 績 ２，１６８千円

職員１人当たり平均支給年額 ２４０，８５２円

平成２６年度決算 
支 給 実 績 ２，２４１千円

職員１人当たり平均支給年額 ２０３，７４２円

（注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２７年度決

算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当

の支給対象とはならない職員を除く。）です。 

 

      カ その他の手当（平成２８年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

支給実績 

（２７年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２７年度決算） 

扶養手当 

・配偶者       月額13,000円 

・配偶者以外の扶養親族月額 6,500円 

ただし、配偶者がない職員の扶養

親族1人目   月額11,000円 

・満16歳の年度初から満22歳の年度末

までの子に加算   月額5,000円 

同じ 1,903千円 211,444円

住居手当 

・借家、借間 

 月額12,000円を超える家賃を支払っ

ている職員に対し、負担している家

賃額に応じて最高27,000円まで支給 
同じ 324千円 324,000円

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高

55,000円まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600

円まで支給 

同じ 666千円 60,545円
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 (3) 下水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２６年度の総費用

に占める職員給与比率 

27年度 
千円

1,977,843 

千円

△15,979 

千円

61,791 

％

3.1 

％

2.7 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費36,776千円を含みません。 

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考) 政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

27年度 
人

13 

千円

49,896 

千円 

7,000 

千円

18,473 

千円

75,369 

千円

5,798 

千円

6,129 

     （注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。  

２ 職員数は、２８年３月３１日現在の人数です。  

イ 特記事項 なし 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 43.5歳 301,613円 440,120円 

 政令指定都市を除く 

市町村平均 
43.6歳 343,506円 511,273円 

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。                                  

     ③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

             1,421千円 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

            1,448千円 

 （平成２７年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．６月分  

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 

      イ 退職手当（平成２８年４月１日現在）  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

             措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額  

退職者なし  20,281千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                          8,296千円 

      （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 
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ウ 地域手当（非支給）  

      

エ 特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）  

支給実績（平成２７年度決算）   ２千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） ２，０００円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２７年度）   ７．７％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（27年度決算）

左記職員に対する 

支給単価 

道路上・特殊現場作

業手当 

ガス上下水道局職員 
道路埋設物の維持修繕作業に従事した

とき 
0千円 日額 300円

保安手当 ガス上下水道局職員 

水道及びガス工作物の保安確保のため

の自宅待機を命ぜられたとき 
2千円 日額 

日中1,200円

深夜1,000円

選任技術者手当 ガス上下水道局職員 
電気主任技術者として選任されたとき 

0千円 月額 1,500円

徴収・滞納整理手当 ガス上下水道局職員 

未納のガス水道使用料の訪問徴収、滞

納者の使用停止作業従事したとき 
0千円 日額 300円

       

オ 時間外勤務手当                                                          

平成２７年度決算 
支 給 実 績 ３，８９８千円

職員１人当たり平均支給年額 ３２４，９０５円

平成２６年度決算 
支 給 実 績 ３，８０７千円

職員１人当たり平均支給年額 ３４６，０９６円

   （注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２７年度決

算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当

の支給対象とはならない職員を除く。）です。 

 

      カ その他の手当（平成２８年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

支給実績 

（２７年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２７年度決算） 

扶養手当 

・配偶者       月額13,000円 

・配偶者以外の扶養親族月額 6,500円 

ただし、配偶者がない職員の扶養

親族1人目   月額11,000円 

・満16歳の年度初から満22歳の年度末

までの子に加算   月額5,000円 

同じ 1,011千円 168,500円

住居手当 

・借家、借間 

 月額12,000円を超える家賃を支払っ

ている職員に対し、負担している家

賃額に応じて最高27,000円まで支給 
同じ 324千円 324,000円

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高

55,000円まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600

円まで支給 

同じ 490千円 61,200円
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 (4) 病院事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２６年度の総費用

に占める職員給与比率 

27年度 
千円

2,520,502 

千円

△152,173 

千円

1,357,031 

％

53.8 

％

42.7 

    

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考)政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

27年度 
人

121 

千円

462,539 

千円 

155,683 

千円

163,594 

千円

781,816 

千円

6,461 

千円

6,792 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。  
２ 職員数は、２８年３月３１日現在の人数です。 

イ 特記事項 なし 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区 分 職 種 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 

全職員 43.9歳 323,408円 526,974円

医師 53.1歳 588,000円 1,839,197円

看護師 43.1歳 313,178円 458,276円

事務職 47.1歳 371,178円 593,383円

 政令指定都市を除く

市町村平均 

全職員 40.3歳 324,471円 564,232円

医師 44.4歳 564,493円 1,390,925円

看護師 39.0歳 289,980円 458,898円

事務職 42.9歳 326,257円 496,398円

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。                                  

     ③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

             1,352千円 

1人当たり平均支給額（平成２７年度決算） 

            1,322千円 

 （平成２７年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．６月分  

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 
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       イ 退職手当（平成２８年４月１日現在） 

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～20％加算） 

   １人当たり平均支給額 

               3,989千円  15,611千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                          4,756千円 

      （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額です。 

     ウ 地域手当（平成２８年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度決算） ６，７９０千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） １,１３１，６７７円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

医療職給料表(１)の適用を

受ける職員 
１５％ ６人 １５％ 

     エ 特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）  

支給実績（平成２７年度決算）   ４４，７４０千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算）   ６０４,５９３円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２７年度）   ６１．２％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（27年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価 

診療手当 病院に勤務する医師 

 

診療業務に従事したとき 

24,660千円 月額 

①職区分 

150,000～ 

  270,000円 

②経験区分 

50,000～ 

  130,000円 

夜間看護等手当 病院等勤務職員 

正規の勤務時間の一部又は 

全部が深夜において行われ 

る業務に従事したとき 

20,080千円

１回 

深夜全部  6,800円 

4ｈ以上 3,300円 

2～4ｈ 2,900円 

2ｈ未満2,000円 

※夜勤専従加算あり 

緊急出動手当 病院等勤務職員 

勤務時間外に緊急業務に 

従事とき １回 

５００円

深夜の場合は 

１，０００円

待機手当 病院等勤務職員 

勤務時間以外の時間に緊急 

業務(手術又は緊急業務に 

限る。)に対応するため、 

待機を命ぜられたとき 
１回 

午前8時30分から午

後5時15分 

  ２，９００円 

午後5時15分から午

前8時30分 

  ２，９００円 
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      オ 時間外勤務手当                                                          

平成２７年度決算 
支 給 実 績 ５３，９６０千円

職員１人当たり平均支給年額 ４９５，０４６円

平成２６年度決算 
支 給 実 績 ５９，３７２千円

職員１人当たり平均支給年額 ５０７，４５５円

（注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２７年度決

算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当

の支給対象とはならない職員を除く。）です。 

 

      カ その他の手当（平成２８年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

支給実績 

（２７年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２７年度決算） 

扶養手当 

・配偶者       月額13,000円 

・配偶者以外の扶養親族月額 6,500円 

ただし、配偶者がない職員の扶養

親族1人目   月額11,000円 

・満16歳の年度初から満22歳の年度末

までの子に加算   月額5,000円 

同じ 10,857千円 208,788円

住居手当 

・借家、借間 

 月額12,000円を超える家賃を支払っ

ている職員に対し、負担している家

賃額に応じて最高27,000円まで支給 
同じ 3,135千円 285,389円

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高

55,000円まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600

円まで支給 

同じ 6,048千円 73,755円

 

 


